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（仮）東郷町南部地域包括支援センター運営業務委託に係る公募要領 

 

Ⅰ 公募の目的 

  東郷町では、高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続するこ

とができるよう地域の高齢者の心身の健康の保持、保健医療の向上、福祉の増進、生

活の安定のために必要な援助、支援を包括的に行う中核機関として、介護保険法（平

成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４６に規定する地域包括

支援センター（以下「センター」という。）を設置しています。 

  現在、センターを１か所、総合相談窓口を行うブランチを１か所設置していますが、 

高齢者等の支援体制の強化及び地域包括ケアの更なる推進に向けた体制を整備する

ため、センターを１か所増設し、認知症支援の機能を強化した機能強化型センターと

位置付けることを予定しています。 

これに伴い、新たに設置する認知症支援機能強化型地域包括支援センター１か所の

運営を受託する法人「以下「受託者」という。」を募集します。 

 

Ⅱ 公募に関する事項 

１ 委託事業名 

   （仮）東郷町南部地域包括支援センター運営業務委託 

 

２ 委託期間 

   平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

   ただし、運営状況が良好と認められる場合は、契約の更新を可能とします。 

 

３ 業務内容 

   別紙「東郷町地域包括支援センター運営業務委託仕様書」のとおり。 

 

４ 募集対象圏域 

圏域 担当地区 

東郷町南部 傍示本、祐福寺、部田、白土、春木台、西白土、部田山、清水 

 

   〈参考〉募集対象圏域統計（平成３０年４月３０日現在） 

人口 高齢者人口 高齢化率 要支援認定者数 

２２，３８４（人） ４，２９７（人） １９．２（％） １６５（人） 
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 ５ 再委託の禁止 

   第一号介護予防支援事業及び指定介護予防支援事業の一部を除き、業務を第三者

に委託し請け負わせることできません。 

 

Ⅲ 運営財源等 

   委託料は、人件費（給与、手当、法定福利費等を含む。）、事業所借り上げ費、

光熱水費、備品・消耗品費、リース料、車両費、通信運搬費、研修経費など事業実

施やセンター運営（準備を含む。）に要する全ての経費を含みます。また、平成31

年度予算計上予定額のため、確定ではありません。 

 

 １ センター業務 

  ⑴ 包括的支援事業（⑵～⑸を除く。） 

委託料（上限） 16,600,000円 

  ⑵ 認知症総合支援事業 

 

募集対象圏域 
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    委託料（上限） 3,105,000円 

  ⑶ 第１号介護予防支援事業 

    介護予防ケアマネジメント費は受託者の収入となりますが、一部を業務委託す

る場合は、居宅介護支援事業所へ委託料を支払うことになります。 

〈参考〉介護予防ケアマネジメント費 

     基本単位 430単位／件／月  初回加算 300単位／件 

     平成30年4月末現在 要支援認定者数424人（うち担当圏域要支援認定者数 

  165人） 

  ⑷ その他の業務 

    生活支援体制整備事業（コーディネーターの配置等）、一般介護予防事業、任

意事業の委託料については、受託候補者の決定後、委託する業務内容等を協議の

上、決定します。 

  ⑸ 開設に伴う経費 

    開設に伴う経費のうち町が必要と認めるものについて、1,500,000円を上限と

して町が負担します。 

 

 ２ 指定介護予防支援事業 

   受託者が指定介護予防支援業務に係る介護予防サービス計画費を財源として運

営します。また、介護予防サービス費は受託者の収入となりますが、一部を業務委

託する場合は、居宅介護支援事業所へ委託料を支払うことになります。 

   〈参考〉介護予防サービス計画費 

    基本単位 430単位／件／月  初回加算 300単位／件 

    平成30年4月末現在 要支援認定者数424人（うち担当圏域要支援認定者数  

165人） 

 

 ３ 委託料の支払方法 

   会計年度ごとに受託者からの請求により支払います。支払時期、金額、方法は契

約書にて定めます。（参考平成30年度は、4月、8月、12月の全3回の前払いです。） 

  

４ 経理区分 

   委託料（包括的支援事業）と介護報酬（指定介護予防支援事業）は、それぞれ明

確に区分して経理を行い、経理に関する帳簿など、必要な書類を整備すること。 

  

５ 制度改正に伴う変更 

   法の改正等に伴い、センターの役割、位置付け及び業務内容等が変更した場合は、

委託内容及び委託料に変更が生じる場合があります。 
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Ⅳ 募集について 

１ 募集事業者の資格 

   センターの運営を円滑かつ安定して実施できる法人であって、次の要件を満たす

法人とします。 

  ⑴ 包括的支援事業を適切、公正、中立かつ効果的に実施することができる法人で

あること。 

  ⑵ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２第１項に規定する

老人介護支援センターの設置者、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実

施することを目的とする一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活

動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人

であること。 

  ⑶ 圏域内にセンターを設置できること。 

  ⑷ 町内に介護保険サービスを提供する事業所を有し、かつ、町内での介護保険サ

ービスの提供実績があること。 

  ⑸ 法第１１５条の２２第２項の規定に該当しないこと。 

  ⑹ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定す

る法人でないこと。 

  ⑺ 会社更生法（平成１４年法律１５４号）の規定による更生手続き開始の申立て

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続き開始申立

てがなされていないこと。 

  ⑻ 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続き開始の申立てがな

されていないこと。 

  ⑼ 東郷町暴力団排除条例（平成２４年東郷町条例第２７号）第２条第１号に規定

する暴力団でなく、かつ、その役員が同条第２号に規定する暴力団員ではないこ

と。 

  ⑽ 法人税、消費税及び地方消費税、法人事業税、法人住民税、固定資産税の滞納

がないこと。 

 

２ スケジュール 

   公募に関するスケジュールは、次のとおりです。 

年 月 日 内  容 

平成３０年 ５月２８日（月） 公募要領公表 

      ６月 ８日（金）午後５時まで 質問提出締切 

      ６月１３日（水） 質問回答 

      ６月１５日（金）午後５時まで 参加表明書提出締切 

      ７月 ６日（金）正午まで 提案書等提出締切 

      ７月１９日（木） プロポーザル 

      ８月初旬 優先候補事業者決定通知 
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※ 上記スケジュールは予定であり変更する場合もあります。その場合については事前 

に連絡を行います。プロポーザルの時間については、別途連絡を行います。 

 

 ３ 公募要領の配布 

   公募要領は、次のとおり配布します。 

配布期間 平成３０年５月２８日（月）から平成３０年６月２９日（金） 

午後５時まで 

配布方法 ① 東郷町役場1階 長寿介護課窓口で配布 

② 東郷町ホームページ http://www.town.aichi-togo.lg.jp/ 

からダウンロードできます。 

 

 ４ 質疑受付及び回答 

   質疑受付及び回答は、文書により行います。 

方  法 東郷町地域包括支援センター運営業務委託法人募集に関する質問

書（様式第９）に簡潔に記入の上、電子メールにより送付してく

ださい。 

 tgo-kaigo@town.aichi-togo.lg.jp 

※ 送信後は必ず電話で送信した旨を伝え、着信したことを確認

してください。 

受付期間 平成３０年６月 ８日（金）午後５時まで 

回  答 平成３０年６月１３日（水）までに電子メールにて回答します。 

そ の 他 ・ 電話や口頭による質問は受け付けません。 

・ 質問に対する回答は参加表明者全員に回答します。 

 

 ５ 参加表明手続 

   応募に当たっては、事前に参加表明手続が必要です。 

方  法 東郷町役場１階 長寿介護課窓口へ持参してください。 

提出書類 参加表明書（様式第１）を１部提出してください。 

受付期間 平成３０年６月１５日（金）午後５時まで 

※ 平日９時から１７時まで受付 

そ の 他 ・ 郵送は不可とします。 

  
 ６ 提案書の提出  

方  法 東郷町役場１階 長寿介護課窓口へ持参してください。 

提出書類  次の書類を提出してください。 

１ 公募申込書類 

１-① 参加表明書（様式第１）（※ ６月１５日までに提出す

る必要があります。） 

１-② 誓約書（様式第２） 

１-③ 法人の概要（様式第３） 

http://www.town.aichi-togo.lg.jp/
mailto:tgo-kaigo@town.aichi-togo.lg.jp
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１-④ 役員名簿（様式第４） 

１-⑤ 人材の確保（様式第５） 

１-⑥ 応募の趣旨（様式第６） 

１-⑦ 地域包括支援センター業務の実施計画（様式第７） 

１-⑧ 地域包括支援センター設置計画（様式第８） 

１-⑨ 地域包括支援センター設置場所の位置図（様式第８－

１） 

１-⑩ 地域包括支援センター設置場所の平面図（様式第８－ 

２） 

１-⑪ 地域包括支援センター内の平面図（様式第８－３） 

１-⑫ 地域包括支援センター設置場所の状況がわかる現況写

真（様式第８－４） 

２ その他必要書類 

 ２-① 法人登記簿謄本（申請日以前、３か月以内に発行された

もの） 

 ２-② 法人の印鑑証明 

 ２-③ 法人の定款、寄付行為等 

 ２-④ 法人の財務状況に関する書類（損益計算書、貸借対照表、

財産目録、会計監査人又は監査役会により監査を受けた場

合のその監査報告書の写し） 

 ２-⑤ パンフレットなど法人の設立趣旨、事業内容等の概要が

わかるもの 

 ２-⑥ 各種納税証明書（法人税又は所得税、消費税及び地方消 

費税、法人町民税、固定資産税【不動産、償却資産】、軽 

自動車税、事業所税）又は納税の義務がない旨の申出書 

３ 表紙 

 ３ （仮）東郷町南部地域包括支援センター運営業務委託提出

書類一式（□欄に確認した旨のレ印を記入したもの） 

書類の体

裁 

・ 様式については、長寿介護課窓口での配布の他、東郷町ホー

ムページからダウンロードできます。 

・ 用紙サイズについて、原本で決まっているもの以外は、Ａ４

サイズに統一してください。なお、図面等Ａ４サイズにできな

いなどやむを得ない場合は、Ａ４サイズに折りたたんでくださ

い。 

・ 文字は、10.5 ポイント以上としてください。 

・ 各書類にはページ数及びインデックスを付け、様式第 1から順  

番に並べてください。 

・ 全体をＡ４縦型ファイル等に左綴じし、表面及び背見出しに

「平成３１年度地域包括支援センター受託法人公募申込書 

法人名」を明記してください。 

・ 提出書類は、正本１部・副本６部（副本についてはコピー可）

を提出してください。 

受付期間 平成３０年７月６日（金）正午まで 

※ 平日９時から１７時まで受付 

 

 ７ 応募に関する注意事項 

  ⑴ 提出書類は返却しません。 
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  ⑵ 定款、謄本等、契約関係書類の添付書類は写しによる提出でも可です。 

  ⑶ 応募に要する費用等は応募者の負担とします。 

  ⑷ 提出書類は当該法人選定以外の目的では使用しません。ただし、東郷町情報公

開条例（平成１１年東郷町条例第２１号）第７条の規定により、不開示情報（個

人情報や法人等の利益を害するおそれのある情報）を除き、情報開示の対象とな

ります。 

  ⑸ 応募者及び応募内容が次のいずれかに該当する場合は失格とします。 

   ア 応募の採否の働きかけを行う目的で、応募者又はその関係者が本町職員に接

触した場合 

   イ 本要領に定める手続きを遵守しない場合 

   ウ 提出書類に虚偽がある場合 

   エ その他不正な行為があると認められる場合 

 ⑹ 申込受付後に応募を辞退する場合は、「辞退届（様式第１０）」を提出してくだ

さい。 

 

Ⅴ 審査及び選定について 

１ 審査及び選定方法 

  ⑴ 選定はあくまで「優先受託候補者を選定」するものであり、契約を保障するも

のではありません。 

⑵ 選考委員会において提出書類の審査、プレゼンテーション及びヒアリングを

実施し、審査基準を満たすもののうちから、プロポーザル方式により優先受託

候補者を選定します。 

⑷ 配点は、重要度に応じ項目ごとに行います。評価項目については「３評価基

準」のとおりです。 

⑸ 選考委員会の採点にて合計点が満点の６割に満たなかった場合は、応募者が

１者又は最高点の応募者であっても再度募集、選定を行うものとします。 

⑹ 最も高い点数を獲得した者が２者以上あるときは、選定委員による協議によ

り優先受託候補者を選定します。 

⑺ 選考結果に基づき、東郷町地域包括支援センター運営協議会の承認を得て、

町長が優先受託候補者を決定します。 

⑻ 優先受託候補者を選定できなかった場合、その他必要がある場合は、再公募

を行うことがあります。 

 

２ プロポーザル 

  提出書類に基づくプレゼンテーション及びヒアリングを次のとおり実施します。 

日  時 平成３０年７月１９日（木） 

※集合時間等の詳細は後日通知します。 

場  所 東郷町役場 １階 第１会議室 

所要時間 提出書類に基づくプレゼンテーション ３０分 

提出書類等に対するヒアリング    １５分程度 

出 席 者 １法人２人以内とし、法人の職員以外の者の参加は認めません。 

説明は業務に直接携わる者が行ってください。 
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留意事項 プレゼンテーションは提出書類に基づき行うものとし、パソコ

ンやプロジェクター等の使用は認めません。 

説明資料の当日追加は認めません。 

 

３ 評価基準 

評価基準 着眼点・視点 

１ 法人に

関する事項 

○ 法人の理念は適切なものか。 

○ 法人及び町内において地域包括支援センター関連の実績は

あるか。（センター運営、サブセンター、指定介護予防支援

の受託等） 

○ 町内において介護保険事業、介護予防事業、高齢者福祉関

連事業の実績はあるか。 

○ 法人及び町内において地域活動・地域貢献の実績はあるか。 

○ 認知症支援に関する事業の実績はあるか。 

○ センターを運営する上で、法人の財務状況は適切なものか。 

２ 人材の

確保に関

する事項 

○ 職員の確保は現実的なものか。 

○ 相談支援業務等の実務経験者等を配置できるか。 

○ 欠員が生じた場合の対応方法が具体的に記載されている

か、実現性はあるか。 

○ 職員の資質向上や専門性の向上に向けた取組を検討してい

るか。 

３ 応募の

趣旨に関

する事項 

○ 運営を希望する理由は適切か。 

○ センターの運営方針は、設置目的に沿ったものか。また、

担当圏域の特性や課題を適切に捉えているか。 

○ 国や町の認知症施策や町内の認知症支援に関する課題等を

適切に捉えた上で、認知症支援機能強化型センターとしての

方針が示されているか。 

○ 地域包括ケアの推進に向け、中核機関を担うセンターとし

ての役割を理解した上で、方針を示しているか。 

４ センタ

ー業務の

実施計画

に関する

事項 

○ 各業務の目的を理解した取組及び具体的な実施計画が示さ

れているか。取組は実効性はあるか。 

 ・ 第１号介護予防支援業務 

 ・ 総合相談業務 

 ・ 権利擁護業務 

 ・ 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

 ・ 多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築 

 ・ 地域ケア会議の実施 

 ・ 在宅医療・介護連携 

 ・ 地域における多様な生活支援体制の充実 

 ・ 認知症対策 
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 ・ 介護予防・高齢者の社会参加 

 ・ 指定介護予防支援事業所として 

○ 公正・中立性の確保に対する考え方や取組は具体的である

か。内容は適切で実効性はあるか。 

○ チームアプローチによる支援の必要性を理解した上で、取

組は具体的であるか。内容は適切で実効性はあるか。 

○ 担当者不在時及び休日・夜間の相談・苦情処理の対応が具

体的であるか。内容は適切で実効性はあるか。苦情等に対す

る業務への反映の方策は示されているか。 

○ 事故・災害時・緊急時の対応は具体的に示されているか。

内容は適切で実効性があるか。マニュアルが整備されている

か。 

○ 個人情報の適切な取り扱いに関する考えや取組が具体的に

示されているか。内容は適切で実効性はあるか。 

○ 法人の強みをいかした独自の取組の提案はあるか。内容は

適切で実効性はあるか。 

５ 設置計

画に関す

る事項 

○ 設置予定地は誰もがわかりやすく、アクセスしやすい場所

となっているか。 

○ バリアフリー等利用者が利用しやすいような配慮はなされ

ているか。 

○ 事業所内の配置は適切なものになっているか。 

○ 相談室は、プライバシーが守られているか。 

 

４ 選定結果の通知 

選定結果の通知については、平成３０年８月初旬に応募者に対し書面で通知す

るものとし、併せて町ホームページ上で掲載予定です。なお、選定結果の内容に

ついての問い合わせには、応じられませんのであらかじめご了承ください。 

 

Ⅵ 契約について 

 １ 契約 

  ⑴ 優先受託候補者として決定した法人と町の間で細目を協議し、所定の手続きを

経て委託契約を締結します。 

  ⑵ 協議において必要な書類があれば適宜準備を依頼します。 

  ⑶ 選定後の受託の辞退は原則として認めません。また、受託の辞退により本町に

損害が生じた場合は、その費用を請求することがあります。 

  ⑷ 契約までの間にセンターに関する業務を委託することが著しく不適当と認め

られる事情が生じたときは、業務委託を締結しない場合があります。 

  ⑸ 平成３１年度予算が成立しなかった場合等においては、業務委託契約を締結し

ない場合があります。この場合において、当該センターに係る業務及び運営の準

備のために支出した費用などについては、補償いたしません。 
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Ⅶ 事務局 

１ 書類の提出先及び問い合わせ先 

  東郷町役場 福祉部 長寿介護課 地域ケア推進係 

  東郷町大字春木字羽根穴１番地 

  電話0561-56-0735（長寿介護課直通）・0561-38-3111（代表） 

  電子メール tgo-kaigo@town.aichi-togo.lg.jp 

  東郷町ホームページ http://www.town.aichi-togo.lg.jp/ 
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